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原 著

紙巻きたばこ喫煙者の喫煙および禁煙試行の動向
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目的　加熱式たばこ発売後の紙巻きたばこ喫煙者の喫煙状況や禁煙試行の動向を明らかにする。

方法　日本における新型たばこについて実態把握することを目的としたインターネット調査 The 
Japan “Society and New Tobacco” Internet Survey（JASTIS）の2016年， 2018年， 2020年， 2022
年の結果を用いた。対象者は紙巻きたばこを習慣的に使用していた20～69歳の男女である。

調査項目は， 基本属性， 現在喫煙の有無， 過去 1 年に喫煙したたばこの種類および， 禁煙試

行の有無， 禁煙試行方法を用いた。調査年ごとで基本属性， 喫煙状況， 禁煙試行の割合を集

計するとともに禁煙試行方法ごとの割合と重複状況を集計し， 項目ごとにカイ 2 乗検定を行

い， 有意な項目は前年の結果と比較した。また， 喫煙や禁煙状況は傾向検定を行った。

結果　分析対象者は2016年934人， 2018年1,717人， 2020年1,348人， 2022年4,117人となった。対象

者の約 7 割が男性であり， 40～50代の割合が最も高かった。喫煙状況をみると， 紙巻きたば

このみ使用者は，2016年94.5% であったが，2018年に60.3% と急激に減少していた（P＜0.001）
反面， 加熱式・電子たばことの併用者が4.0% から37.3% と急激に増加（P＜0.001）した。禁

煙試行率は， 2016年16.0% であったが年々増加し， 2022年では40.1% に達した（P＜0.001）。
禁煙試行方法は， 2016年は自力が最も多く71.8% であったが， 2018年では41.7% に減少し（P＜  
0.001）， 加熱式・電子たばこの使用は， 28.9% が64.3% に増加した（P＜0.001）。禁煙治療や

薬局のニコチン製剤は， 2016年にはそれぞれ， 18.1%， 26.2% であったが， 2020年以降増加が

見られた。

結論　加熱式たばこ発売以降， 紙巻きたばこ使用者において， 紙巻きたばこ単独の使用者は減少

し， 加熱式・電子たばことの併用者が増加していた。同時に禁煙試行率も増加していたが，

禁煙試行方法として， 加熱式・電子たばこの選択が増加していた。加熱式たばこの有害性は

徐々に証明されつつあり， 禁煙に関しても禁煙成功率を低下させ， 再喫煙率が高まると報告

されており， 禁煙試行方法としての加熱式たばこを選択することには問題がある。喫煙者へ

の正しい知識の普及が不可欠と考えられる。
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Ⅰ 緒 言

日本における加熱式たばこは， Ploom が2013年，

IQOS が2014年から販売されるなど， 喫煙者が選択

できるたばこの種類は大きく変化している。実際，

2014年および2018年に喫煙者を対象として実施し

たインターネット調査では， 紙巻きたばこ使用者 
の割合（他のたばこの併用者も含む）は2014年の

98.1% から2018年には82.5% に減少していた半面，

加熱式たばこ使用者（同上）は2018年調査では

36.5% を示していた1)。2023年の国民健康・栄養調

査をみても2)， 喫煙者の喫煙しているたばこの種類

は， 男性喫煙者が紙巻きたばこ69.7%， 加熱式たば

こ38.5%， 女性がそれぞれ63.2%， 42.3% となって

おり， 喫煙者の多くはいまだ紙巻きたばこを使用し

ている状況である。

加熱式たばこは， たばこ産業により燃焼式たばこ

に比較してリスクが低減することや匂いがつきにく

い等が宣伝され3,4)， 販売後， 紙巻きたばことの併

用者を含め使用者が急激に増加している。2023年の

国民健康・栄養調査をみると2)， 特に20～30歳代の
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男女での増加が顕著である。加熱式たばこが販売さ

れてから2024年現在までの法規制などの状況をみ

ると， 改正健康増進法が2020年に全面施行され5)，

屋内でも加熱式たばこを含む喫煙が原則禁止となる

など受動喫煙防止対策が強化された。また， 2018～
2022年度かけてたばこ税が紙巻きたばこは 3 段

階， 加熱式たばこは 5 段階で引き上げられてい

る6)。法規制やたばこ税の増税は， 喫煙者の禁煙意

識を高めると報告されており7)， 実際に男性の喫煙

者数や紙巻きたばこの販売数量は減少傾向を維持し

ている。しかし， 加熱式たばこ使用のきっかけの多

くが， 紙巻きたばこの臭いや周囲への影響の低減を

目的とした紙巻きたばこの代用品として考えられて

おり8～10)， 喫煙としての意識も低く9)， 禁煙意図が

低いことが報告されている8)。また， 紙巻きたばこ

の禁煙を目的とした加熱式たばこの使用は， 有効な

禁煙治療へのアクセスを阻害するとともに11)， 禁煙

成功率を下げ12,13)， 紙巻きたばこの再喫煙リスクを

高めるとも報告されている14)。

使用しているたばこの種類やその動向に関して

は， 国民健康・栄養調査2) は2018年調査からの開始

であるとともに， 新型コロナウイルス流行時には調

査が中断した。また， 小規模な調査は行われている

が15)， 継続した調査が行われていない。そこで本研

究では， 日本における新型たばこの使用状況や規制

のルール， 健康影響等について実態把握することを

目的としたインターネット調査， The Japan “Society 
and New Tobacco” Internet Survey（JASTIS）の結果

を用いて16)， 紙巻きたばこ喫煙者の喫煙， 禁煙試行

の動向および， 選択した禁煙方法について調べた。

健康日本21（第三次）における喫煙の目標は2032 
年までに20歳以上の喫煙率12% としているが17)，

2023年の国民健康・栄養調査では15.7%（男性

25.6%， 女性6.9%）2) であり， 目標達成のためには

さらなる対策が必要である。多くを占める紙巻きた

ばこ使用者の喫煙状況や他のたばこ製品との併用状

況， 禁煙方法の動向を知ることは， 目標達成のため

の有効な禁煙施策を考えるうえで重要である。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査データ
本研究は， 約220万人のパネル登録者を持つ楽天

インサイト株式会社を通じて実施している， イン

ターネット調査 JASTIS のデータを用いた。本調査

は， 2015年から毎年 1～3 月に， 対象者を新規に増

やしながら継続的に追跡調査されている16)。対象者

は， リサーチパネルに登録している16歳以上の男女

である。今回は， 2016年， 2018年， 2020年， 2022

年のデータを横断データとして用いて分析を行っ

た。2016年， 2018年は前年の追跡調査として実施

されており， その回収率は（回収者数／対象者数，

2016年以外は調査時に調査会社から連絡可能で

あった対象者数を母数）， 2016年は65.5%（7,300／ 
11,512）， 2018年 66.7%（10,611／15,901） で あ っ

た。2020年および2022年は， 追跡調査に新規調査

が追加される形で実施されており， 追跡調査の回収

率 は2020年63.6%（9,116／14,330）， 2022年71.9%
（28,776／39,998）であり， それぞれ新規調査とし

て1,884人， 4,224人が追加された。

2. 分析対象者
2015年スタート時にコホートが 3 つ設定された。 

その内 2 つのコホートは喫煙者と過去喫煙者のみの

構成， 加熱式たばこ経験者のみの構成であり， 残り

の 1 つは性別と年齢をベースにランダムにリサーチ

パネル登録者から選択された。また， 各調査年の新

規調査追加者も同様に性別と年齢をベースにランダ

ムに選択されている。データの均一性を担保するた

め， 本調査では性別と年齢をベースにランダムに 
選択されたコホートのみを用い， 対象者は2016年
5,915人， 2018年9,138人， 2020年9,437人， 2022年
31,747人となった。さらに， 矛盾する解答や不正解

答と判断できる者を除外した。除外方法は， アル

コールや薬物使用の質問にてすべての種類で使用し 
たと回答するなどであり， 先行研究に示されてい

る13,16,18)。その結果， それぞれ5,869人， 8,922人，

9,291人， 28,982人となった。また， 2015年調査開

始時の対象者年齢が15～69歳であったため， 年齢

を法律上喫煙可能な20歳から調査開始時の上限 
69歳に揃えた上で（それぞれ， 5,684人， 8,530人，

7,609人， 23,805人）， 調査時点から過去 1 年間の間

に紙巻きたばこもしくは手巻きたばこ（以下， 紙巻

きたばことする）を習慣的に使用していた者（以

下， 喫煙者とする）に限定した結果， 分析対象者は

それぞれ， 934人（20～69歳に限定した人数を分母

として16.4%），1,717人（20.1%），1,348人（17.7%），  
4,117人（17.3%）となった。なお， 喫煙者は， 紙巻

きたばこを2016年は「最近 1 年間に使用したか」の

項目で「習慣的に時々使う」もしくは「習慣的にほ

とんど毎日使う」に回答した喫煙者， 2018年以降は

「直近30日以内に使用したか」もしくは，「直近30日
以内ではなく直近 1 年以内に使用したか」の質問に

「はい」と回答し，「現在たばこを吸っていますか」

の質問に「以前は習慣的に使用していたが今はやめ

ている」「時々使う日がある」「ほとんど毎日使って

いる」と回答した者と定義した。
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3. 調査項目
基本属性として， 性別， 年齢， 家族構成， 最終学

歴を使用した。喫煙に関する項目は， 現在喫煙の有

無， 過去 1 年もしくは直近30日間で使用している

たばこの種類（紙巻きたばこ， 手巻きたばこ， 加熱

式たばこ各種， 電子たばこ， その他のたばこ製

品）， 最近 1 年間の 1 日以上続く禁煙の有無（以

下， 禁煙試行とする）， 禁煙試行のために用いた方

法を用いた。禁煙試行方法は， 自力， 電子たばこ，

加熱式たばこ， 薬局・薬店で販売されているニコチ

ン製剤（以下， ニコチン製剤とする）， 禁煙治療，

禁煙支援アプリである。2016年調査では， 電子たば

こと加熱式たばこを区別しての調査を行っていな

い。また， 禁煙治療として， 2020年調査以降オンラ

イン診察， 2022年は禁煙支援アプリ CureApp SC が

追加された。禁煙支援アプリは2020年調査以降に

新たに追加され， 2022年調査では禁煙支援アプリ

CureApp SC 以外のアプリと説明が追加された。

4. 分析方法
調査年ごとに属性， 喫煙状況を集計した。喫煙状

況は， 紙巻きたばこのみの使用か， 他の製品との併

用かを集計した。次に禁煙試行率を算出し， 禁煙試

行方法ごとの割合と禁煙施行方法の重複状況も確認

した。項目ごとにカイ 2 乗検定を実施し， P＜0.05
を示した項目に対して， 2016年と2018年， 2018年
と2020年， 2020年と2022年で比較を行った。また，

喫煙状況， 禁煙試行， 禁煙試行方法は Cochran- 
Armitage test for trend を用いて2016～2022年の傾向

検定を行った。解析ソフトとして， IBM SPSS Sta-
tistics Version 29.0 for Windows， R ver 4.4.119) を用いた。

5. 倫理的配慮
調査受諾の同意は， リサーチパネル登録時に楽天

リサーチ株式会社により実施されている。さらに，

日本マーケティングリサーチ協会による綱領およ 
びガイドラインに従い， 本調査の実施に関して調 
査会社から承認を得た。調査実施時には説明文を提

示し， 調査で得られた情報は個人を特定できない形

でのみ発表されること， 調査の目的以外には利用し

ないことを明記した。本調査は大阪国際がんセン

ター倫理審査委員会（2016年11月 7 日， 承認番号 
1611079163）， 東北大学大学院医学研究科倫理委員

会（2024年 6 月27日， 承認番号2024-1-231）， 同志

社女子大学倫理審査委員会（2024年12月16日， 承

認番号2024-28）からの承認を受け実施した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 対象者の特性
対象者の72～73% が男性であり， 2022年のみ

69.3%（カイ 2 乗検定， 前回調査との比較 P＝0.012）
と有意に割合が低かった（表 1）。喫煙者の年代を

見ると， 40～50代の割合がどの調査年でも最も高

かった。しかし， その分布をみると2016年， 2018
年は20代が 9 % 台と低かったが， 2020年調査以降

は18.8% と倍増していた。60歳代は17～18% 台と

ほぼ一定であった。家族構成を見ると， 20歳代の喫

煙者率の増加に伴って， 単身が17.5% から25.0% と

増加（P＜0.001）， 配偶の有無が61.6% から56.7%
と減少傾向にあった（P＜0.001）。2016年と2022年
調査のみの結果だが， 子どもとの同居率は約31%
と変化はなかった。最終学歴は80% 以上が高卒以

上であり， 調査年による違いは見られなかった。

2. 喫煙状況
紙巻きたばこのみ使用者は， 2016年94.5% であっ

たが， 2018年に60.3% と急激に減少し（前回調査と

の比較 P＜0.001）， 2022年には55.4% を示した（傾

向検定 P＜0.001）（表 1）。その代わりに加熱式た

ばこもしくは電子たばことの併用が4.0% から2018
年に37.3% と急激に増加（前回調査との比較 P＜

0.001）， 2022年には40.7% に達した（傾向検定 P＜

0.001）。併用状況をみると， 加熱式たばことの併用

が最も多く， 電子たばことの併用は数 % と少ない

傾向にあった。また， 加熱式・電子たばこ双方との

併用， 加熱式・電子たばこ以外の製品との併用が

2016年から2022年に増加する傾向にあった（傾向

検定 P＜0.001）。
3. 禁煙試行とその方法
禁煙試行率は， 2016年16.0%， 2018年21.4%，

2020年23.3%， 2022年40.1% と2016年から2020年調

査にかけて増加する傾向にあった（傾向検定 P＜

0.001）。禁煙試行として選択した方法は， 2016年 
は自力が最も多く71.8% であったが， 2018年では

41.7% に減少し（前回調査との比較 P＜0.001），
2020年以降は約54% を占めていた（図 1）。その動

きとは逆に， 加熱式・電子たばこの使用は， 2016年
28.9% が2018年には64.3% に増加し（前回調査と 
の比較 P＜0.001）， その後も50% 以上を占めてい

る（傾向検定 P＜0.001）。禁煙治療やニコチン製 
剤は， それぞれ， 2016年18.1%， 26.2%， 2018年
14.2%， 21.0% であったが， 2020年以降増加し（前

回調査との比較は双方とも P＜0.01）， 2022年には

44.6%， 42.0% を占めた（前回調査との比較 P＜

0.001）。

Ⅳ 考 察

2016年調査では， 紙巻きたばこのみ使用の喫煙者

が約95% とほとんどを占めていたが， 2018年には
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約60% と急激に減少し， 加熱式・電子たばこと 
の併用者が約37% と増加していた。加熱式たば 
こは， Ploom が2013年12月からオンラインにて，

IQOS が2014年11月に 1 都市で販売を開始後， 多く

の製品で2016年には全国販売が開始されている。

それと同時に， 加熱式たばこの割合も急増した20)。

販売広告として， 紙巻きたばこに比べて有害成分が

非常に少ないこと， 本人や周囲への害が少ないこ

と， 臭いが少ないことなどがインターネット3,4) や

販売促進イベント， コンビニレジ付近での広告な

ど， 喫煙者・非喫煙者を問わず容易に知ることがで

きる環境で宣伝された。加熱式たばこ使用者を対象

に2018～2020年に行われたインターネット調査に

おいても， 加熱式たばこを使用した理由として， 臭

いの少なさや， 周囲への害が少ないことを理由とし

て挙げた喫煙者が多数を占めている8,10)。以上か

ら， 広告戦略で謳われた内容がそのまま喫煙者に浸

透し， 加熱式たばこを使用しはじめた背景が読み取

れる。同時に， 改正健康増進法において5)， 加熱式

たばこ専用室であれば飲食やパチンコが可能であ

り， 紙巻きたばことは規制が異なっていることが広

告にも利用された。2018～2020年に行われたイン

ターネット調査においても， 紙巻きたばこを吸えな

い場所でも喫煙できることを約 2 割が加熱式タバコ

を使う理由としてあげている8)。こういった背景が

紙巻きたばこ単独使用を減少させ， 加熱式・電子た

ばことの併用者を増加させたと考えられた。しか

し， 加熱式たばこは宣伝内容と異なり， 有害化学物

質量は低減されるものの21,22)， その種類は紙巻きた

ばこと同様に多数にわたることが示されているだけ

でなく23)， 家庭内での受動喫煙によって子どもの尿

中にニコチン代謝物質が検出されることが分かって

おり24,25)， 健康への悪影響が懸念されている。ま

た， 紙巻きたばことの併用においては有害化学物質

の低減が期待できないと報告されている21)。今後，

加熱式たばこの規制を紙巻きたばこと同様にすると

ともに， 正しい知識を普及させていく必要がある。

禁煙試行率の推移をみると， 2016年16%， 2018，
20年には20% 台， 2022年は40% と有意に増加して

いた。日本では， 2020年の 1 月に新型コロナウイル

スの最初の感染者が診断され， 3 月以降急激に増加

した。また， 改正健康増進法の全面施行5)， たばこ

税の引き上げ6) など同時に複数のことが生じてい

る。流行直後の2020年には喫煙者の新型コロナウ

イルスの重症化リスクや26～28)， 新型コロナウイル

ス感染率の高さ18) が指摘， 禁煙が推奨されるとと

もに， 密を避けるために喫煙所閉鎖も進んでいた。

また， 改正健康増進法についてもニュースでよく取

り上げられていた。JASTIS 調査は毎年 2 月に実施

されており， 2020年調査は新型コロナウイルス流行

の影響をあまり受けていないことが考えられる。

2022年の調査において禁煙試行者の禁煙理由をみ

図 1 禁煙試行者における禁煙方法の推移（複数回答結果）
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ると， たばこの値上げが最も多く， 次に職場や公共

場所の禁煙や喫煙所の閉鎖， 医療従事者のアドバイ

スや喫煙が新型コロナウイルスを重症化させること

を上げていた（data not shown）。2022年調査時に禁

煙試行率が急増したのは， たばこの値上げや喫煙が

新型コロナウイルス感染に及ぼす影響の情報を受け

たこと， 喫煙しにくい環境となったことなどが禁煙

試行のきっかけになった可能性が考えられた。

禁煙方法をみると， 加熱式・電子たばこを選択し

た喫煙者が2018， 22年調査で 6 割を超えるなど急増

し， 禁煙治療や市販のニコチン製剤よりも割合が高

い。また， 加熱式たばこの方が電子たばこよりも選

択している喫煙者は多かった。さらに， 喫煙者は過

去 1 年間の禁煙試行に際して複数の方法を選択して

いる割合が高かった。この結果からは， 同時に複数

の方法を併用しているのか， 何度も禁煙試行をする

中で様々な方法を用いたのか判断はできないが， 禁

煙治療と加熱式・電子たばこを同時に回答している

喫煙者は， 2022年調査では約28～30% に達してお

り， 禁煙治療のみの回答は3.6% に過ぎなかった。

ニコチンを含む電子たばこ（日本では製造販売され

ていない）は， 禁煙効果は認められているが29)， 再

喫煙率が高いとされている30)。加熱式たばこの使用

は， 禁煙成功率をむしろ低下させ12,13)， 再喫煙率も

高まる14) と報告されている。さらに， 加熱式たば

こ使用者の約10% が加熱式たばこ使用を喫煙と考

えていないとの報告があり9)， 本調査において多く

を占めた加熱式・電子たばこを使用して禁煙試行し

た喫煙者は， 持続的な禁煙につながっていない可能

性が考えられた。

2020年以降の調査結果をみると， 加熱式・電子た

ばこに比較して少ないものの， ニコチン製剤や禁煙

治療を選択した喫煙者が有意に増加した。禁煙治療

では2020年 4 月より対面と組み合わせたオンライ

ン診療が可能となった。また， 禁煙治療用アプリ

（CureApp SC など）も保険適応されるなどアクセス

の負担が軽減されており， 禁煙治療に通いやすく

なった背景がある。しかし， 社会医療診療行為別調

査のニコチン依存症管理料初回点数算定件数（6 月）

の20～69歳の結果をみると， 年々減少傾向にあ

り31)， 本研究の結果と異なっている。本研究の禁煙

試行率を年代別にみると全体を通じて若年者の割合

が高く， その傾向は調査年を経るごとに強まってい

た。さらに， 禁煙治療やニコチン製剤使用の年代構

成は20～30歳代で高い傾向を示しており（data not 
shown）， 対象者の20歳代の割合が増加した結果を

反映して， ニコチン製剤や禁煙治療が増加したこと

が考えられた。若年者の禁煙試行や禁煙治療， ニコ

チン製剤使用割合が増加した背景は不明だが， 学習

指導要領の小・中・高校すべてに喫煙防止の内容が

盛り込まれたのが1989年， それ以降は改定のたび

に内容の充実が図られており， 教育により知識が普

及した結果， 増加した可能性も考えられた32)。ま

た， ニコチン依存症管理料初回点数算定件数は， 保

険診療での禁煙治療のみが集計されているが， 本研

究における禁煙治療を選択した喫煙者は， 保険診療

による禁煙治療だけでなく， 禁煙治療用アプリ

（2020年12月に保険診療の適応）や， 企業や保険者

の支援による自費診療の禁煙治療なども含んでいる

ため， 割合が高くなった可能性もある。しかし， オ

ンライン調査は年齢や学歴などが偏る可能性がある

と報告されており33,34)， 過大評価の可能性は否定で

きない。

本研究は， インターネット調査で得たデータを使

用することで， 大規模で広範囲であるとともに， 無

回答がなく矛盾を可能な限り除外したデータを用い

て結果を示すことができた。しかし， 参加者が登録

されたパネルメンバーに限定されるため， サンプル

の代表性の疑義をすべて払拭することは難しい。ま

た， 隔年 4 回の調査結果を用いているが， 対象者数

に大きな違いがあるとともに質問項目も完全に同一

とはなっていないこと， 横断データとして用いたこ

ともバイアスにつながっている可能性がある。今

後， 縦断データを用いて加熱式たばこを併用する喫

煙者や， 禁煙代替とする喫煙者の特徴を明らかに

し， より具体的な禁煙支援対策につなげていく必要

がある。

健康日本21（第三次）の目標である喫煙率12%17)

を達成するためには， いまだ多くを占める喫煙者に

禁煙を促す必要があり， 有害性が証明されつつある

加熱式・電子たばこを代替とするのではなく， 禁煙

治療など科学的根拠に基づく禁煙方法が選択される

ように知識を普及させていく必要がある。

Ⅴ 結 語

本研究は， 喫煙者の喫煙状況と禁煙試行の方法に

ついて， 加熱式たばこ販売後の2016～2022年の間

で経時的に調査を行いその変化を明らかにした。こ

の間， 加熱式たばこのメリットを謳うたばこ会社の

広告販売戦略， たばこ税の増税や健康増進法の改

正， 新型コロナウイルスの流行など様々な変化が生

じ， 結果として， 紙巻きたばこ単独の喫煙が2018
年調査以降半減し， 同時に加熱式や電子たばことの

併用が急速に増加した。また， 禁煙試行率も増加し

たが， 禁煙試行方法として2016年調査で約 7 割を

占めた自力での禁煙から， 2018年には， 加熱式・電
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子たばこを選択する喫煙者が急増した。
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Trends in smoking status and quit attempts among cigarette smokers

Akiko HAGIMOTO*, Kota KATANODA2* and Takahiro TABUCHI3*
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Objectives　The purpose of this study was to clarify smoking status and quit attempts among cigarette smokers 
after the release of heated tobacco products.

Methods　We used data from the 2016, 2018, 2020, and 2022 waves of the Japan “Society and New Tobacco” 
Internet Survey (JASTIS), which aims to facilitate a better understanding of the current situation regard-
ing new tobacco products in Japan. Participants were aged between 20 and 69 years in each wave and 
were regular cigarette smokers. Survey items included basic characteristics, smoking status, types of 
tobacco products smoked in the past year, and quit attempts and methods. We calculated the frequencies 
of basic characteristics, smoking status, and quit attempts for each survey year. Frequencies of quit attempt 
methods and overlapping status were also calculated. Chi-square tests were applied to each item, and sig-
nificant differences were compared with the results from the previous year. The Cochran-Armitage trend 
test was applied to smoking status and quitting attempts.

Results　 There were 934 participants in 2016, 1,717 in 2018, 1,348 in 2020, and 4,117 in 2022. Most partici-
pants were in their 40s and 50s, and approximately 70% were male. The rate of cigarette-only smokers 
was 94.5% in 2016, dropping sharply to 60.3% in 2018 (P < 0.001). Conversely, the number of smokers 
who used cigarettes in combination with either heated tobacco products or e-cigarettes increased sharply 
from 4.0% to 37.3% within the same period (P < 0.001). The quit attempt rate was 16.0% in 2016, 
increasing annually and reaching 40.1% by 2022 (P < 0.001). The most common quit attempt method 
in 2016 was self-help, accounting for 71.8%, decreasing to 41.7% in 2018 (P < 0.001), while the use of 
heated tobacco products/e-cigarettes increased during the same period from 28.9% to 64.3% (P < 
0.001). In 2016, smoking cessation treatments and nicotine preparations from pharmacies accounted for 
18.1% and 26.2%, respectively, with both increasing since 2020.

Conclusion　 Since the launch of heated tobacco products, the number of smokers using cigarettes has decreased, 
whereas the number of smokers using heated tobacco products and/or e-cigarettes in combination with 
cigarettes has increased. Simultaneously, the rate of quit attempts has been steadily increasing, with grow-
ing preference for heated tobacco products/e-cigarettes as cessation methods. Emerging evidence indi-
cates that heated tobacco products pose health risks and may also lower the success rate of quitting 
smoking, while increasing the relapse rate, making them an unsuitable cessation option.
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